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日本企業におけるコストマネジメントの変容
―原価企画に関する 5年毎の郵送質問票調査に基づく分析・考察―

岩澤佳太 ∗，桝谷奎太 ∗∗，吉田栄介 ∗∗∗
＜論文要旨＞
本研究の目的は，近年の日本の製造業におけるコストマネジメントの変容について，コンティンジェン

シー要因との関係およびコストマネジメント活動と効果の関係に着目して解明することである．とりわけ
原価企画に注目した上で，2009年，2014年，2019年と郵送質問票調査を実施した．多母集団同時分析の
結果，原価企画活動，効果・逆機能の平均値および原価企画活動と効果の関係性は，概ね一貫していたの
に対し，原価企画活動と逆機能の関係性および組織コンテクストと原価企画活動の関係性については，調
査時点間で統計的に有意な差を確認した．このことは，日本企業の原価企画について，従来の活動の一貫
した有用性を示す一方で，経営環境やビジネスモデルの変化に対応する新たな仕組みの必要性を示唆して
いた．
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Transformation of Cost Management in Japanese Companies
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Abstract

The purpose of this study is to elucidate the transformation of cost management in Japanese manufacturing com-
panies in recent years. We focused on target cost management and conducted questionnaire surveys in 2009, 2014,
and 2019. The results of multi-group analysis showed that the mean values of cost planning activities, effectiveness
and reverse function, and the relationship between cost planning activities and effectiveness were generally consistent,
while the relationship between cost planning activities and reverse function, and the relationship between organizational
context and cost planning activities and effectiveness differed significantly by survey year.
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1. はじめに

近年，日本企業のコストマネジメント（以下，CM）の変化・変容に関して，事例研究や規範
的研究を通じて，CM手法の実践の変化や，需要の高まり，高度化の必要性が主張されている．
こうした変化・変容をもたらす要因の例として，以下の 3 点が挙げられる1．第 1 に，経

営環境の不確実性や複雑性の高まりである．グローバル化の進展やリーマンショックなどの
劇的な経営環境の変動により，企業のマネジメント体制も大きく変化している（中村 2019;

小倉 2019）．グローバル化による海外拠点の増加は原価の可視化をより困難にさせるとともに
その重要性も高め，経営環境の不確実性や複雑性が高まると CM手法の需要や効果を高める
（Gosselin 2006）．
第 2に，製造業における新たなビジネスモデルの潮流である．マスカスタマイゼーションや

サービタイゼーションといったビジネスモデルが，原価企画や製品原価計算等のCMのあり方
を変容させている（伊藤 2018;梶原 2019;片岡 2019;諸藤 2020）．例えば大量生産とカスタマイ
ゼーションの両立を図るマスカスタマイゼーションは，製造現場での原価集計の困難性や重要
性を高める（Rungtusanatham and Salvador 2008）とともに，複数製品群の共通コストを管理する
重要性を高めるため，個別の製品プロジェクトを軸とした従来の原価企画から転換が要請され
る（梶原 2019）．
第 3に，情報技術の進展である．ERP（Enterprise Resource Planning）や IoT（Internet of Things）

の普及・進化による情報インフラの変化は，CM手法の導入・実施を促進する（伊藤 2018;小倉
2019）．社内に点在していた経営データを統合するビッグデータの一元管理は，会計情報とそ
の他の経営情報との統合的な活用を可能にするとともに，例えば月次管理から週次管理など，
詳細な会計情報の活用も可能となる．加えて，標準原価計算や ABC（Activity-Based Costing），
コストテーブルといった管理会計ツールのパッケージ化の進展が，各社の独自仕様で発展して
きた CM手法を変化・変容させる可能性がある．
実際に近年 CM手法を変化・変容させている先進的事例も多く確認されている．例えばトヨ

タやマツダでは，新たなビジネスモデル等を背景に原価企画を発展させており，サプライヤー
との協働による改善活動の強化や製品・部門横断的な情報共有の強化により，コスト削減効果
を高めている（窪田他 2019;諸藤 2013, 336–358）．また花王でも，経営のグローバル化の進展
等を背景に，ERPを活用した GMAP（Global Management Accounting Platform）の導入を進めて
いる．これにより，グローバルに展開している生産・販売拠点の情報を一元化させ，製品群別
収益情報の迅速な入手を可能としている（吉田・花王株式会社会計財務部門 2020）．
しかしこうした議論の一方で，日本企業を対象とした実態調査では，CM 手法について一

貫した顕著な変化は確認されていない（川野 2014; 高橋 2014; 吉田他 2019 など）．また川野
（2013）は，日本企業が管理会計・原価計算の進化を止めている可能性さえ指摘している．先
進的事例は一部で観察されているものの，実態調査の記述統計ではそれらが埋没してしまい，
日本企業全体として変化・変容が観察されるには至っていない可能性も考えられる．
そこで本研究では，こうした CMの変化・変容に関する議論と実態調査結果とのギャップに

ついて，さらなる解明をするために，次の 2つの変化に焦点を当てる．実態調査の記述統計情
報だけでは確認できない CMの変化・変容を浮かび上がらせたいと考えたためである．
第 1に，コンティンジェンシー要因と CM手法の関係性の変化である．コンティンジェン

38



日本企業におけるコストマネジメントの変容

シー理論に基づく先行研究では，特定の組織コンテクストが企業のCM実践に影響をおよぼす
ことが示されている（Otley 2016）．そのため日本企業全体としては CMの変化・変容が確認で
きなくても，特定のコンテクスト下では，CMの変化・変容が生じている可能性がある．組織
コンテクストに注目することで，より小さな単位での変化・変容を観察することが可能となる
ため，規範的議論と実態調査の結果のギャップの解消に貢献しうる．
第 2に，CM活動と効果の関係性の変化である．CM手法の利用実態の変化・変容に注目す

るだけでなく，CM活動の構成要素と効果との関係性の変化を観察することも重要である．例
えば，ABCや原価企画の研究を中心に，CM手法の効果には，技術的側面よりも，導入に伴
う組織的・行動的側面の方が，影響は大きいことが経験的に示されている（Shields 1995;吉田
2003）．そのため，例えば従来は CM手法の効果に大きな影響を与えていたCM活動について，
近年その効果が変化している可能性が指摘できよう．実際に，例えば伊藤（2018）も，自動車
業界の環境変化により，サプライヤーとの協働による原価の作り込みといった原価企画活動の
有用性が崩れるとともに，新たなビジネスモデルの発展が，製造段階での原価情報の企画設計
段階での活用を促進させ，その有用性が上昇するといった変容の可能性を指摘している．
以上の議論より，本研究の目的は，近年の日本の製造業におけるCMの変化・変容について，

コンティンジェンシー要因との関係およびCM活動と効果の関係に着目して解明することであ
る．CMの中でも，特に，原価企画を取り上げ，組織コンテクスト，原価企画活動，効果・逆
機能とその関係性の変容に関する分析フレームワークおよびリサーチ・クエスチョンを提示し
（2節），2009年・2014年・2019年と郵送質問票調査を経時的に実施し，データを収集する（3

節）．その上で，共分散構造分析および多母集団同時分析を実施し（4節），発見事項について
考察した上で（5節），最後に，本研究の結論と貢献および課題について述べる（6節）．

2. 分析フレームワークとリサーチ・クエスチョン

2.1 「組織コンテクストと原価企画活動モデル」への着目
本研究では，コンティンジェンシー要因とCM活動，および CM活動と効果の関係性に着目

するにあたり，CM手法の中でも原価企画を取り上げ，吉田・福島（2010）の「組織コンテク
ストと原価企画活動モデル」（図 1）を援用する．

CM手法の中でも，原価企画を取り上げる理由は次の通りである．第 1に，CM手法・活動の
構成要素と効果との関係も含めた多くの知見が蓄積されている点である（谷 1996;吉田 2003）．
その他の CM手法では，CM手法・活動の構成要素と効果との関係がそれほど注目されておら
ず，本研究の問題意識，研究目的との整合性が低いと考えた．第 2に，CM手法としての重要

図 1 組織コンテクストと原価企画活動モデル

出典：吉田・福島（2010）より引用
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性である．原価企画は，日本の製造業の持続的競争優位の源泉ともされ（吉田 2003），CM手
法の中でもその重要性は高いと考えた．第 3に，普及率の高さである．複数の実態調査結果か
ら，国内上場製造業での普及率は 7割を超えており（吉田・岩澤 2018），特定の企業だけで利
用されている CM手法よりも，本研究の問題意識や研究目的と整合すると考えた．
本研究が依拠する「組織コンテクストと原価企画活動モデル」の概要は以下の通りである．

吉田・福島（2010）は，組織コンテクストと原価企画の関係性を解明するため，「特定の組織
コンテクストによって原価企画活動に違いが生じ，それによって原価企画の効果に違いが生じ
る」という仮説のもと，モデルを構築した（図 1）．東証一部上場製造業を対象とした郵送質問
票調査から収集したデータをもとにパス解析を行った結果，概ね仮説は支持され，同モデルの
妥当性が経験的に確認された．
同モデルの援用は，本研究が着目する組織コンテクストとCM活動の関係性，および CM活

動とその効果の分析に有用である．同モデルは，原価企画の先行研究の知見を踏まえ，関連性
が想定される組織コンテクスト要因や原価企画活動を測定し，その関係性を実証している．こ
のモデルを援用し，経時的に収集したデータを分析することで，組織コンテクスト，原価企画
活動・効果の関係性の変化を探索的に解明することができる．
ただし同モデルの援用には，いくつかの注意点もある．第 1に，同モデルは原価企画活動お

よび組織コンテクストについて体系的な解明を意図したものではない．原価企画に関連する組
織コンテクストや，活動の多様な構成要素が示されてきたが（加登 1993;谷 1996;吉田 2003），
同モデルはその一部を対象にしているに過ぎない．
第 2に，原価企画の効果について，順機能のみを取り上げ，逆機能との関係性は考慮されて

いない．原価企画の逆機能とは，原価企画を実施・発展させていくことに伴い，当初から内在
していた問題点や矛盾が顕在化し，負の影響をおよぼす現象である（日本会計研究学会 1996,

91–92）．例えば原価企画がコストダウンや品質・機能等の目標達成に強力な武器となるにつ
れ，エンジニアやサプライヤーの疲弊，組織内コンフリクトの発生などいくつかの逆機能が生
じるといった指摘がされてきた（加登 1993, 281–297;日本会計研究学会 1996, 91–107）．原価企
画が企業の持続的な競争優位の源泉であるためには，順機能を高めるのはもちろん，逆機能に
いかに対応し，これを低減させるのかも重要である．そのため本研究では，後述のようにモデ
ルに修正を加え「原価企画の逆機能」も追加する．

2.2 「組織コンテクストと原価企画活動モデル」の構成概念
同モデルは，組織コンテクストとして「カイゼン志向」「イノベーション志向」「エンパワメ

ント志向」という 3つの組織の志向性を設定している．組織の志向性とは，組織に内在する価
値観や風土とも類似する概念であり，原価企画と密接な関係にあることが知られている．例え
ば，日本企業の強みであった日常的なカイゼンやイノベーティブな組織風土が，原価企画の発
展や活用の前提であることや（加登 1993, 304–311; 岡野 2002），エンパワメントが促進する自
律的な組織活動が原価企画と密接な関係にあること（諸藤 2013, 1–16）が指摘されてきた．
原価企画活動としては，「挑戦的・高度な目標原価の設定」「協働による原価の作り込み」「開

発・設計現場の会計情報の利用」という 3つの活動を設定している．吉田・福島（2010）によ
れば，高度化した原価企画活動では，挑戦的・高度な目標原価が設定され，設計担当者自らに
よる原価見積によって原価意識が醸成されることでアイデア創発に繋がる．また，目標原価達
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成段階では，購買部門やサプライヤー企業，製造部門との協働が展開されることで，原価・利
益の作り込みが行われる（加登 1993）．さらに，原価見積専任者や資材・生産技術・製造等複
数部門の見積グループによる原価見積の重要性も確認されており，開発・設計現場に開示され
た会計情報を用いた原価企画活動も重要である（田中他 2014b, c）．
原価企画の効果としては，「原価低減効果」と「非原価目標の達成」を設定している．原価企

画は，大幅な原価低減効果が期待されるとともに，顧客品質や機能の達成も目標とするため，
これらの効果を測定することは重要である．

2.3 モデルの修正と本研究のリサーチ・クエスチョン
本研究では，上記の議論も踏まえて，同モデルに，以下の 2つの修正を加える（図 2）．
第 1に，成果変数として，原価企画の効果に加えて「原価企画の逆機能」を追加する．原価

企画の成果やその変容を測る上で，日本企業が，順機能を維持しながらもいかに逆機能に対処
しているのかを調査・分析することは重要である．具体的には，「設計担当者の疲弊」，「サプラ
イヤーの疲弊」，「行き過ぎたコスト削減による品質の低下」という 3つの逆機能を設定する．
第 2に，原価企画活動について，より精緻に測定する．吉田・福島（2010）では，「開発・設

計現場の会計情報の利用」を単一尺度で測定していたが，本研究ではこの質問項目に「開発設
計現場へ開示する会計情報の適時性と理解容易性」項目を追加し，「源流段階での会計情報の
活用」とする（表 2）．複数の尺度を用いて変数を測定することで，モデルをより強固にすると
ともに，設計・開発現場に提供する会計情報の質も測定することで，コストテーブルや VEと
いったツール類の整備状況の影響等もモデルに反映できると考えた．
以上の議論を要約し，リサーチ・クエスチョンを提示する．本研究は，近年の日本企業の

CMの変化・変容を解明するため，原価企画を取り上げた上で，「組織コンテクストと原価企画
活動モデル」を援用し，組織コンテクスト要因と原価企画活動，効果・逆機能の関係性に焦点
を当てた．これは日本企業の総体として変容は起きていないものの，特定のコンテクスト下で
は変容が起きている可能性や，従来は強い関係が確認されていたCM活動と効果・逆機能の関
係が変容している可能性に基づいている．
ただし，これらの関係性が変化・変容しているのか，していたとして，それがどのようなも

のかは先行研究において未解明であり，推察の域を出ない．そこで本研究では，以下のリサー
チ・クエスチョンについて探索的に取り組む．

　 RQ：原価企画に関する組織コンテクストと原価企画活動，効果・逆機能，およびそれらの
関係性は変化・変容しているのか，また変化・変容していれば，それはどのようなも
のか？

図 2 本研究の分析フレームワーク
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3. 研究方法

3.1 データの収集
リサーチ・クエスチョンに応えるため，郵送質問票調査に基づく分析を行う．郵送質問票調

査は，5年毎（2009年，2014年，2019年）に，東証一部上場製造企業を対象とし，回答者は主
要事業単位の経理部門の責任者を指定し，毎回 1月末日を期日として 3回，実施した．
郵送質問票調査の概要を表 1に示した．本研究では，回答企業のうち原価企画を実施してい

る企業2 をサンプルとする．尚，回答に欠損がある，もしくは逆転尺度があるにも拘わらず，
原価企画に関する質問項目の全てを同一の回答をしているサンプルは分析から除外している．
また各調査について，回答企業の業種分布がその当時の東証一部上場製造企業の業種分布と

適合していることを確認している．さらに各調査の回答企業間で，企業規模（連結売上高・期
末従業員数）について差の検定をしたところ，統計的に有意な差は確認されなかった．加え
て，原価企画の実施率についても，3回の調査間で統計的に有意な差は確認されなかった．

表 1 郵送質問票調査の概要

3.2 変数の測定
分析に用いた変数について，記述統計を表 2に示した．吉田・福島（2010）が用いている質

問項目に，逆機能や源流での会計情報の活用に関する項目を加え，全て 7点尺度で測定してい
る．組織コンテクスト，原価企画活動，効果・逆機能について，各質問項目が想定している因
子構造になるのかを確認的因子分析を行ったところ，妥当な水準を満たした3．また各変数の
クロンバックの α も，概ね妥当な水準である．

4. 分析結果

4.1 調査時点間の差の検定
分析に先立ち，各調査時点間で測定項目の平均値に差があるかを一元配置の分散分析によっ

て検証した．その結果，いずれも 10％の有意水準で差は確認されなかった4．これは，実態調
査を実施した先行研究とも概ね整合的な結果であり，日本企業全体として原価企画活動やその
効果・逆機能そのものに変容が見られているとは言えない．
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表 2 記述統計
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図 3 分析モデル

4.2 全サンプルに基づく共分散構造分析
次に変数間の関係性の変容を検証するため，本研究の分析モデル（図 3）が，全 3回の調査サ

ンプルを統合したデータに適合するかを共分散構造分析（最尤法）によって検証した（表 3）．
その結果，適合度は概ね妥当な結果となった（CFI:0.95, GFI:0.92, AGFI:0.90, RMSEA:0.049）．
尚，本研究では，吉田・福島（2010）のモデルから前節で述べた 2つの修正に加え，モデル

の適合性を高めるために，以下の 2つの変更を加えた．第 1に，「エンパワメント志向」から
「挑戦的・高度な目標原価の設定」へのパスを想定しない．これは吉田・福島（2010）でも統計
的に有意な影響は確認できなかったことに加え，本研究でも全調査で統計的に有意な影響は確
認されず，モデル全体の適合性を下げたためである．また論理的にも，「エンパワメント志向」
と「挑戦的・高度な目標原価の設定」との間に強固な因果関係は想定されないと判断した．
第 2に，組織コンテクスト間に共分散を設定した．3つの志向性は相反するものではなく，

例えば，QCサークルを中心としたカイゼン活動の連鎖が，組織内の調整を促進し，イノベー
ション活動に繋がることも指摘されており（岩尾 2019），これらの志向性に一定の相関を認
めることは論理的に妥当だと考えた．実際に，共分散の設定によりモデルの適合度も増して
いる．

4.3 調査時点別の多母集団同時分析
調査時点による変数間の関係性の変化を解明するため，調査毎の多母集団同時分析を行う．

3回の調査で収集したデータのモデルの等質性を検証するため，狩野・三浦（2002）を参考に，
5つの分析モデルを想定した（表 4）．モデル 1は等値制約がなく，全ての変数値が各調査間で
異なるという想定であり，モデル 5にいくほど制約が厳しくなっている．
これらの 5つのモデルで多母集団同時分析を行った結果（最尤法），CMIN/DFに関してはモ

デル 2がモデル 1を若干下回っており，モデル 2の方が，適合性が高い可能性を示唆している
ものの，その他の指標については，全てモデル 1が最も適合性が高かった（表 4）．そこでモデ
ル 1に基づき，分析を進める．尚，前項の全サンプルに基づく共分散構造分析の適合度と比べ
て低い値が出ている点には注意が必要である．ただし多母集団同時分析では，自由度が大きく
なることから，必然的に適合度の指標は低下する傾向にあるため，GFI等の指標は参考程度に
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表 3 共分散構造分析の結果

表 4 各分析モデルの共分散構造分析の適合度

し，RMSEAによってモデルを選択すべきとされる（豊田 1998, 173–174;豊田 2009, 223–235）．
したがって，同分析モデルには大きな問題はないと判断した．
モデル 1に基づく多母集団同時分析の結果を表 5に示した．その結果，主に以下の 3つの傾

向を示している．第 1に，「組織コンテクスト→原価企画活動」に関して，有意なパスの傾向
が変化している．2009年では「イノベーション志向」の全ての正の影響が統計的に有意だった
のに対し，2014年，2019年と経過するにつれて統計的に有意なパスの数が減少している．逆
に，2009年では統計的に有意なパスが一つだけであった「カイゼン志向」の正の影響は，2014

年，2019年と経過するにつれて有意なパスの数が増加している．
第 2に，「原価企画活動→効果」に関して，各調査において多くの正の影響が確認され，経

時的な傾向に顕著な変化は窺えない．
第 3に，「原価企画活動→逆機能」に関しては，有意なパスの傾向が変化している．2009年，

2014年では逆機能に正の影響を示していた「挑戦的・高度な目標原価の設定」について，2019
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表 5 多母集団同時分析の結果

表 6 パスの標準化係数の比較

※統計的な有意差が確認されたパスのみを記載

年ではその影響は確認されなかった．逆に，2009年，2014年では影響が確認されなかった「協
働による原価の作り込み」について，2019年では正の影響を確認した．
続いて，各調査間でのパスの影響程度に統計的な有意差があるのかを検討するため，パス

の標準化係数の差の検定を行った（表 6）．その結果，第 1に，「カイゼン志向」および「イノ
ベーション志向」の「挑戦的・高度な目標原価の設定」への影響について，2009年と 2014年
および 2019年との間で統計的に有意な差が確認された．第 2に，「挑戦的・高度な目標原価の
設定」の「非原価目標の達成効果」への影響については，2009年と 2014年との間で統計的に
有意な差が確認された．第 3に，「挑戦的・高度な目標原価の設定」および「協働による原価
の作り込み」の「逆機能」への影響について，2009年および 2014年と 2019年との間で統計的
に有意な差が確認された．
最後に，組織コンテクストが，原価企画活動を介して原価企画の効果・逆機能におよぼす間
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表 7 組織コンテクストの間接効果

接効果をブートストラップ法（標本数 2000，信頼区間 90％）で検証した（表 7）．その結果，
2009年調査では「イノベーション志向」の「非原価目標の達成効果」の正の影響が示唆された
（有意水準 10％）のに対して，2014年調査と 2019年調査では「カイゼン志向」の「原価低減効
果」および「非原価目標の達成効果」への正の影響が確認・示唆された（同 5％，10％）．尚，
逆機能への影響については，統計的に有意な関係性は確認されなかった．

5. 発見事項の考察

日本の製造企業における CMの変化・変容を解明するという本研究の目的に対して，本節で
は分析結果からの主な発見事項を整理し（表 8），考察を加える．
第 1の主な発見として，原価企画および組織コンテクストの尺度において，調査間で統計的

に有意な差は確認されなかった．これは，日本の製造企業を対象とした多くの実態調査の先行
研究（川野 2014;高橋 2014;吉田他 2019など）と整合的な結果である．すなわち，少なくとも
国内上場製造業の傾向として，原価企画活動やその効果・逆機能に，顕著な変化・変容が見ら
れるには至らなかった．
第 2の主な発見として，以前から原価企画の重要な成功要因とされてきた原価企画活動の効

果への影響において，各調査において多くの正の影響が確認され，経時的な傾向の顕著な変化
は窺えなかった．すなわち，少なくとも国内上場製造業の傾向として，原価企画活動の成功要
因に，顕著な変化・変容を確認するには至らず，概ね一貫した正の影響を確認した．
第 3の主な発見として，原価企画活動の逆機能への影響について，調査時点によって異なる

興味深い傾向を確認した．原価企画活動の効果への影響と合わせてまとめると，「協働による
原価の作り込み」は，2009年調査と 2014年調査では，原価企画の効果を高め，逆機能への統
計的に有意な影響は確認できなかったが，2019年調査では，効果への正の影響とともに，逆機
能への正の影響が確認され，調査間のパスの統計的な有意差も確認されている．一方，「挑戦
的・高度な目標原価の設定」は，2009年調査と 2014年調査では，原価企画の効果を高めると
同時に，逆機能への正の影響も確認されたが，2019年調査では，効果への正の影響のみが確
認され，逆機能への影響は確認されなかった．調査時点によるパスの統計的な有意差も確認さ
れた．
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表 8 分析結果からの主な発見事項

とりわけ，「協働による原価の作り込み」の逆機能の顕在化は興味深い．開発・設計への要
求事項が増える一方，納期の短縮，人員の削減が逆機能を誘発することが指摘されてきた（吉
田 2007）．自動車産業では，プロジェクトや製品群に横串を入れ，共通コストも原価企画の対
象として管理する必要性が示される一方（梶原 2019;諸藤 2013, 336–358），製品やプロジェク
ト横断的な協働は，従来よりも多くのコンフリクトを発生させる可能性があり，その困難性や
対策の重要性も指摘されている（小林 2017）．また，製造業におけるサービタイゼーションの
進展も，コストドライバーやレベニュードライバーを変化させることが指摘されている（片岡
2019）．こうした要因が，協働による原価の作り込みの負の側面をより顕在化させている可能
性が考えられる．
加えて「挑戦的・高度な目標原価の設定」の逆機能の希薄化も興味深い．この要因として，

例えば，以下の 3点が挙げられる．第 1に，サプライヤーの疲弊について，企業間関係の変化
である．サプライヤーの疲弊の解消には，企業間関係の見直しが必要であることが指摘されて
きたが（伊藤 2001, 156–159），近年，自動車業界での系列関係の見直しや，政府の下請企業保
護方針もあり，下請企業が為替や原材料価格の上昇を販売価格に転嫁できる契約が求められて
いる．これにより契約条件が多少なりとも改善していることや，完成品メーカーからの理不尽
なコスト削減要求も減少していることが報告されている5．
第 2に，設計担当者の疲弊について，原価企画支援ツールの技術的発展や普及の進展であ

る．設計や原価企画活動を支援するコストテーブルやVE，CADといったツールの普及が進ん
でいることが報告されており（田中他 2014b, c），設計担当者の目標原価達成活動を支援してい
る可能性が指摘できる．
第 3に，2009年調査の経済状況の特殊性である．例えば，トヨタでは，2008年秋のリーマ

ンショック直後は原価企画の目標水準がより厳格化している（諸藤 2013, 352–353）など，経済
状況の厳しかった 2009年調査（2009年 1月）と，前年に上場企業の業績が過去最高益に達し
ていた 2019年調査では，経済状況に大きな違いがあり，このことが挑戦的・高度な目標原価
の逆機能への影響を調整していた可能性も考えられる．
第 4の主な発見として，組織コンテクストの原価企画活動および効果への影響について，調

査時点によって異なる興味深い傾向を確認した．2009年調査ではイノベーション志向の影響
が強かったのに対して，2014年調査と 2019年調査では，カイゼン志向の影響が強い傾向であ
る．これについて，例えば以下のような要因が考えられる．イノベーション志向と原価企画の
関係について，原価企画の根本にはイノベーションがあり，挑戦的な目標が発想の転換を促
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し，クロスファンクショナルな組織体制によるアイデア創発と相まって，イノベーションを
生み，原価低減につながる（加登 1993, 80–88; 304–307）．そのため，本研究でも当初は，イノ
ベーション志向の高度化された原価企画活動および効果への影響が観察されていたのかもしれ
ない．一方，組織的活動である原価企画には発展段階が存在し，原価企画に関連する取り組
みを愚直に継続することが，原価企画をより高度化させることが指摘されており（加登 1993,

53–78），実際に，原価企画の実施年月が，原価企画の高度化につながることも示されている
（田中他 2014a）．そのため，近年では，カイゼン志向が，愚直な原価企画の実施や取り組みの
改善をもたらし，効果を上げているのかもしれない．

6. おわりに

本研究の目的は，近年の日本の製造業における CMの変容を，コンティンジェンシー要因と
の関係，および CM活動と効果の関係に注目して，解明することであった．この目的のため，
本研究では，国内で多くの研究が蓄積され，実務的にも浸透している原価企画に注目し，組織
コンテクスト，原価企画活動，原価企画の効果・逆機能とその関係性の変容に関する分析フ
レームワークを提示し，2009年，2014年，2019年と郵送質問票調査を経時的に実施した．そ
の上で，共分散構造分析および多母集団同時分析を実施した結果，①原価企画活動，効果・逆
機能および組織コンテクストの変化・変容について，統計的に有意な差は確認されず，②原価
企画活動の効果への影響について，多くの正の影響が確認され，経時的な傾向の顕著な変化は
窺えなかった一方，③原価企画活動の逆機能への影響ならびに，④原価企画活動および効果に
対する組織コンテクストの影響について，調査時点による統計的に有意な差を確認した．
本研究の貢献として，第 1に，近年の CM手法の変化・変容に関する理論・実務ギャップに

ついて，新たな視座を与えた．近年，CMのあり方の変化・変容に関する議論が盛んである一
方，実態調査では，日本企業の CMの顕著な変化は確認されてこなかった．こうした理論・実
務ギャップに対して，本研究は，組織コンテクストと CM活動，効果との関係性に焦点を当て
ることで，実態調査の記述統計だけでは見えてこない変化・変容を観察した．分析結果から
も，質問項目の記述統計からは，3回の調査間の違いは確認されなかった一方，「組織コンテク
スト→原価企画活動→効果・逆機能」の関係性については，調査間の傾向の違いを発見するこ
とができた．
第 2に，発見事項の中でも，原価企画活動の逆機能への影響の変化・変容は興味深い．それ

らは，「協働による原価の作り込み」の逆機能の顕在化と「挑戦的・高度な目標原価の設定」の
逆機能の希薄化であった．その原因について，仮説的に議論を展開したが，近年の原価企画の
先端事例（梶原 2019;小林 2017;諸藤 2013;吉田・伊藤 2019, 2020など）に加え，より多様な業
種での経時的なケーススタディにより，仮説を強化する必要がある．
第 3に，発見事項の中でも，組織コンテクストの原価企画活動および効果への影響が調査年

度によって異なる傾向を示したことも興味深い．それらは，2009 年調査ではイノベーション
志向の影響が強かったのに対して，2014年調査と 2019年調査では，カイゼン志向の影響が強
い傾向であった．この点についても，さらなる仮説強化のための経験的研究が望まれる．
最後に，本研究の課題も指摘しておく．データ収集について，サンプルの同質性を担保した
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5年毎の 3回の調査データの比較分析には，一定の貢献があるとは考えているが，理想的には，
同一企業からパネルデータを収集できれば，より適切な経年変化を観察できる．
また，郵送質問票調査につきまとう限定的なサンプルサイズという問題もあり，分析モデル

の一部の適合性が非常に高いとは言えない．この問題を克服するためには，web調査の活用が
有効であり，今後，そうした研究の増加が期待される．
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注

1 管理会計実務を取り巻く劇的な環境変化への対応などがもたらす結果的な変化（change）
と，組織による主体的・意図的な変容（transformation）があると考えている．尚，ここで挙
げる 3要因は，近年の先行研究で主に議論されているものであり，その他の要因が存在す
る可能性も指摘できる．本研究の焦点は CMの変化・変容をもたらす要因の特定にあるわ
けではないため，これを限定することは意図していない．

2 原価企画の実施は，「製品の企画・開発・設計段階において，目標原価の設定・管理活動を
実施していますか」と設問し，二者択一で測定している．

3 組織的コンテクスト：CFI:0.98，GFI:0.97，RMSEA:0.063，原価企画活動：CFI:0.96，GFI:0.97，
RMSEA:0.066，原価企画の効果・逆機能：CFI:0.99，GFI:0.99，RMSEA:0.043であった．

4 質問項目に加えて，各質問項目の合成変数（構成する質問項目の単純平均により算出）に
ついても，平均値の差の検定を行ったが，調査間の有意差は確認されなかった．

5 中小企業庁「平成 30 年度取引条件改善状況調査　結果概要」（2020 年 8 月 9 日閲覧）
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2019/191007Shitaukechousa1.pdf
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